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現  行 改 正 案 

Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 

Ⅲ－２ 業務の適切性（共通編） 

Ⅲ－２－２ 金融商品事故等に対する監督上の対応 

金融商品事故等（注）に対する監督上の対応については、以下のとおり取

り扱うこととする。 

（注）金融商品事故等とは、次のいずれかをいう。以下同じ。 

(a) 金商業等府令第199条第７号に規定する法令等に反する行為 

(b) 金融商品取引業者又はその役職員が告発等を受けたとき。 

(c) その他金融商品取引業者の業務の健全かつ適切な運営に支障を来す

行為又はそのおそれのある行為であって、上記(a)又は(b)に掲げる行

為に準ずるもの。 

（１）主な着眼点 

① 金融商品事故等の発覚の第一報 

金融商品取引業者において金融商品事故等が発覚し、第一報があった

場合は、以下の点を確認するものとする。なお、金融商品取引業者から

第一報がなく届出書の提出があった場合にも、同様の取扱いとする。 

イ．コンプライアンス規程等に則り内部管理部門、内部監査部門へ迅速

な報告及び取締役会等への報告を行っているか。 

ロ．刑罰法令に抵触しているおそれのある事実については、警察等関係

機関等へ通報しているか。 

ハ．事故の発生部署とは独立した部署（内部監査部門等）において事故

の調査・解明を実施しているか。 

Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 

Ⅲ－２ 業務の適切性（共通編） 

Ⅲ－２－２ 金融商品事故等に対する監督上の対応 

金融商品事故等（注）に対する監督上の対応については、以下のとおり取

り扱うこととする。 

（注）金融商品事故等とは、次のいずれかをいう。以下同じ。 

(a) 金商業等府令第199条第７号に規定する法令等に反する行為 

(b) 金融商品取引業者又はその役職員が告発等を受けたとき。 

(c) その他金融商品取引業者の業務の健全かつ適切な運営に支障を来す

行為又はそのおそれのある行為であって、上記(a)又は(b)に掲げる行

為に準ずるもの。 

（１）主な着眼点 

① 金融商品事故等の発覚の第一報 

金融商品取引業者において金融商品事故等が発覚し、第一報があった

場合は、以下の点を確認するものとする。なお、金融商品取引業者から

第一報がなく届出書の提出があった場合にも、同様の取扱いとする。 

イ．コンプライアンス規程等に則り内部管理部門、内部監査部門へ迅速

な報告及び取締役会等への報告を行っているか。 

ロ．刑罰法令に抵触しているおそれのある事実については、警察等関係

機関等へ通報しているか。 

ハ．当該事故等の発生部署とは独立した部署（内部監査部門等）におい

て当該事故等の調査・解明を実施しているか。 



金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（本編）（新旧対照表） 

2 

現  行 改 正 案 

（２） （略） （２） （略）
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現  行 改 正 案 

Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－３ 業務の適切性（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－３－３ 店頭デリバティブ取引業に係る業務の適切性 

Ⅳ－３－３－４ 業務執行態勢 

（１）・（２） （略） 

（新設） 

Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－３ 業務の適切性（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－３－３ 店頭デリバティブ取引業に係る業務の適切性 

Ⅳ－３－３－４ 業務執行態勢 

（１）・（２） （略） 

（３）電子取引基盤運営業務に係る留意事項 

金融商品取引業者等が、金商業等府令第１条第４項第 16 号に掲げる電子

取引基盤運営業務を行う場合については、第一種金融商品取引業者として

法令等遵守の徹底を求めるとともに、店頭デリバティブ取引の公正性・透

明性確保の観点から、以下の点に留意して監督するものとする。 

① 電子取引基盤運営業者（電子取引基盤運営業務を行う第一種金融商品

取引業者をいう。以下同じ。）が、電子取引基盤の板上において、売付

け及び買付けの気配等を正確に公表するための態勢・システムが確保さ

れているか。また、顧客の間の交渉に基づき取引価格を決定する場合に、

当事者から提示された売付け又は買付けの気配を正確かつ迅速に相手方

当事者に伝達するための態勢・システムが確保されているか。 

② 電子取引基盤を使用して成立した店頭デリバティブ取引の概要につい

て、電子取引基盤運営業者が、法令等に従い、正確かつ適時に公表する

ための態勢・システムが確保されているか。 

特に、当該公表業務（成立した取引の公表業務）を外部委託している
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現  行 改 正 案 

（３）監督手法・対応 

（略) 

Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－４－１ 登録 

（１）・（２） （略） 

（３）業務の内容及び方法を記載した書類 

個人向けの通貨関連店頭デリバティブ取引及び有価証券関連店頭デリバ

ティブ取引を取扱う場合は、業務の内容及び方法を記載した書類において、

業として行うデリバティブ取引の種類の欄にその旨が明確に記載されてい

ることを確認するものとする。 

場合、委託先は、公表に際して電子取引基盤運営業者（委託元）のため

に公表していることを明らかにしているか。また、電子取引基盤運営業

者（委託元）は、公表が法令等に従い正確かつ適時に行われるよう、外

部委託先の選定・モニタリング等を社内規則等に基づき、適切に行って

いるか。 

（４）監督手法・対応 

（略） 

Ⅳ―４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 

Ⅳ－４－１ 登録 

（１）・（２） （略） 

（３）業務の内容及び方法を記載した書類 

① 個人向けの通貨関連店頭デリバティブ取引及び有価証券関連店頭デリ

バティブ取引を取扱う場合は、業務の内容及び方法を記載した書類にお

いて、業として行うデリバティブ取引の種類の欄にその旨が明確に記載

されていることを確認するものとする。 

② 電子取引基盤運営業者が、金商法第 40条の７第２項に基づく公表に関

し、公表業務を外部委託する場合には、金商業等府令第８条第６号ト（８）

「法第四十条の七第二項に基づく公表を行う方法」において、その旨及

び外部委託先が記載されていることを確認するものとする。 
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現  行 改 正 案 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 
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現  行 改 正 案 

Ⅷ．監督上の評価項目と諸手続（登録金融機関） 

Ⅷ－１ 業務の適切性（登録金融機関） 

登録金融機関の業務の適切性については、Ⅲ－２（Ⅲ－２－３－４（２）、

Ⅲ－２－６（１）②及び④、Ⅲ－２－８（３）並びにⅢ－２－９を除く。）、

Ⅳ－１－３、Ⅳ－３－１（Ⅳ－３－１－２（１）、Ⅳ－３－１－４（４）及

びⅣ－３－１－５を除く。）、Ⅳ－３－３（Ⅳ－３－３－１（１）から（３）

まで、Ⅳ－３－３－２（４）③から⑧まで、Ⅳ－３－３－４及びⅣ－３－３

－５を除く。ただし、登録金融機関がいわゆる外国為替証拠金取引を業とし

て行う場合にはこの限りでない。）、Ⅵ－２及びⅦ－２に準ずるほか、以下

の点に留意するものとする。 

なお、金融商品仲介業務については、Ⅳ－３－１－２（６）③イ及びロの

理論価格、並びに③ロ及びニの社内ルールについては、委託金融商品取引業

者において算出又は策定したものを使用することができるものとする。 

Ⅷ．監督上の評価項目と諸手続（登録金融機関） 

Ⅷ－１ 業務の適切性（登録金融機関） 

登録金融機関の業務の適切性については、Ⅲ－２（Ⅲ－２－３－４（２）、

Ⅲ－２－６（１）②及び④、Ⅲ－２－８（３）並びにⅢ－２－９を除く。）、

Ⅳ－１－３、Ⅳ－３－１（Ⅳ－３－１－２（１）、Ⅳ－３－１－４（４）及

びⅣ－３－１－５を除く。）、Ⅳ－３－３（Ⅳ－３－３－１（１）から（３）

まで、Ⅳ－３－３－２（４）③から⑧まで、Ⅳ－３－３－４（１）及び（２）

並びにⅣ－３－３－５を除く。ただし、登録金融機関がいわゆる外国為替証

拠金取引を業として行う場合にはこの限りでない。）、Ⅵ－２及びⅦ－２に

準ずるほか、以下の点に留意するものとする。 

なお、金融商品仲介業務については、Ⅳ－３－１－２（６）③イ及びロの

理論価格、並びに③ロ及びニの社内ルールについては、委託金融商品取引業

者において算出又は策定したものを使用することができるものとする。 
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現  行 改 正 案 

Ⅹ．監督上の評価項目と諸手続（外国証券業者） 

Ⅹ－１ 外国証券業者に対する基本的考え方 

Ⅹ－１－１ 外国証券業者に関する法令の基本的考え方 

外国証券業者は、日本国内における有価証券関連業の本拠として設ける主

たる営業所又は事務所について登録を受けない限り、国内にある者を相手方

として金商法第 28条第８項各号に掲げる行為（以下「有価証券関連業に係る

行為」という。）を行うことはできない。 

他方、国内に拠点を有しない無登録の外国証券業者であっても、有価証券

関連業に係る行為についての勧誘をすることなく、あるいは金融商品取引業

者（第一種金融商品取引業に限る。）による代理又は媒介により、国内にある

者の注文を受けて外国からその者を相手方として有価証券関連業に係る行為

を行うことについては許容されている。 

また、外国証券業者は、金商法第 60条第１項に基づく当局の許可を受けて、

国内の金融商品取引所における取引を業として行うことができる。当該業者

に対しては、Ⅹ－２で示す留意点を踏まえて監督するものとする。 

（新設） 

Ⅹ－２ 業務の適切性（取引所取引許可業者） 

（１） （略） 

（２）事故等に対する監督上の対応 

Ⅹ．監督上の評価項目と諸手続（外国証券業者等） 

Ⅹ－１ 外国証券業者に対する基本的考え方 

Ⅹ－１－１ 外国証券業者に関する法令の基本的考え方 

外国証券業者は、日本国内における有価証券関連業の本拠として設ける主

たる営業所又は事務所について登録を受けない限り、国内にある者を相手方

として金商法第 28条第８項各号に掲げる行為（以下「有価証券関連業に係る

行為」という。）を行うことはできない。 

他方、国内に拠点を有しない無登録の外国証券業者であっても、有価証券

関連業に係る行為についての勧誘をすることなく、あるいは金融商品取引業

者（第一種金融商品取引業に限る。）による代理又は媒介により、国内にある

者の注文を受けて外国からその者を相手方として有価証券関連業に係る行為

を行うことについては許容されている。 

また、外国証券業者は、金商法第 60条第１項に基づく当局の許可を受けて、

国内の金融商品取引所における取引を業として行うことができる。当該業者

に対しては、Ⅹ－２－１で示す留意点を踏まえて監督するものとする。 

Ⅹ－２ 業務の適切性 

Ⅹ－２－１ 業務の適切性（取引所取引許可業者） 

（１） （略） 

（２）事故等に対する監督上の対応 
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現  行 改 正 案 

事故等（金商業等府令第 223 条第 10 号に規定する法令等に反する行為を

いう。以下同じ。）に対する監督上の対応については、以下のとおり取り扱

うこととする。 

① 取引所取引許可業者から事故等にかかる届出書の提出があった場合

は、以下の点を確認するものとする。 

イ．コンプライアンス規程等に則り内部管理部門・内部監査部門への迅

速な報告及び取締役会等への報告を行っているか。 

ロ．事故の発生部署とは独立した部署（内部監査部門等）において事故

の調査・解明を実施しているか。 

② （略） 

（３） （略） 

（新設） 

事故等（金商業等府令第 223 条第 10 号に規定する法令等に反する行為を

いう。以下（２）において同じ。）に対する監督上の対応については、以下

のとおり取り扱うこととする。 

① 取引所取引許可業者から事故等にかかる届出書の提出があった場合

は、以下の点を確認するものとする。 

イ．コンプライアンス規程等に則り内部管理部門・内部監査部門への迅

速な報告及び取締役会等への報告を行っているか。 

ロ．当該事故等の発生部署とは独立した部署（内部監査部門等）におい

て当該事故等の調査・解明を実施しているか。 

② （略） 

（３） （略） 

Ⅹ－２－２ 業務の適切性（電子店頭デリバティブ取引等許可業者） 

（１）外国の法令に準拠し、外国において店頭デリバティブ取引等を業として

行う者であって、当局の許可を得て電子店頭デリバティブ取引等業務（金

商法第 60条の 14 第１項に規定する業務をいう。以下同じ。）を行うもの（以

下「電子店頭デリバティブ取引等許可業者」という。）の業務の適切性につ

いては、Ⅲ－２－１（（１）⑤を除く。）、Ⅲ－２－４、Ⅲ－２－５（Ⅲ－２

－５－２及びⅢ－２－５－３を除く。）、Ⅲ－２－６、Ⅲ－２－７、Ⅲ－２

－８、Ⅲ－２－９、Ⅲ－２－１１、Ⅳ－３－１－１、Ⅳ－３－１－５、Ⅳ

－３－１－６、Ⅳ－３－３－４（３）に準じて検証することとする。なお、

電子店頭デリバティブ取引等許可業者は、基本的に海外当局の監督下にあ

ることを踏まえ、実質的に国内で求められるものと同等の業務運営がなさ
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現  行 改 正 案 

れていると認められる場合には、具体的な業務運営の方法は問わないこと

に留意する。 

（２）事故等に対する監督上の対応 

事故等（金商業等府令第 232 条の８第 10号に規定する法令等に反する行

為をいう。以下（２）において同じ。）に対する監督上の対応については、

以下のとおり取り扱うこととする。 

① 電子店頭デリバティブ取引等許可業者から事故等にかかる届出書の提

出があった場合は、以下の点を確認するものとする。 

イ．コンプライアンス規程等に則り内部管理部門・内部監査部門への迅

速な報告及び取締役会等への報告を行っているか。 

ロ．当該事故等の発生部署とは独立した部署（内部監査部門等）におい

て当該事故等の調査・解明を実施しているか。 

② 事故等と、電子店頭デリバティブ取引等許可業者の業務の適切性の関

係については、以下の着眼点に基づき検証を行うこととする。 

イ．当該事故等への役員の関与はないか、組織的な関与はないか。 

ロ．当該事故等の内容が我が国金融商品市場にどのような影響を与える

か。 

ハ．内部牽制機能が適切に発揮されているか。 

ニ．再発防止のための改善策の策定や自浄機能が十分か、責任の所在が

明確化されているか。 

ホ．当該事故等の発覚後の対応が適切か。 

（３）監督手法・対応 

日常の監督事務や、事故届出等を通じて把握された電子店頭デリバティ
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現  行 改 正 案 

Ⅹ－３ 諸手続（取引所取引許可業者） 

（新設） 

Ⅹ－３－１ 許可 

金商法第 60 条の２の規定に基づく許可申請書の取扱い等にあたっては、Ⅲ

－３－１に準ずるほか、以下の点に留意するものとする。 

（１）許可手続 

  ①・② （略） 

  ③ 許可までの間の留意事項等 

イ．許可申請者に対しては、許可されるまでは取引所取引業務を行わな

いように注意喚起するものとする。 

ブ取引等許可業者の業務上・財務上の課題については、国内における代表

者を通じること等による深度あるヒアリングを行うことや、必要に応じて

金商法第 60 条の 14 第２項において準用する金商法第 60 条の 11 の規定に

基づく報告を求めることを通じて、電子店頭デリバティブ取引等許可業者

における自主的な改善状況を把握することとする。また、日頃より、情報

交換の取決めを締結している海外当局との情報交換等を積極的に行うこと

を通じ、電子店頭デリバティブ取引等許可業者の課題の早期把握・解消に

努めるものとする。なお、重大・悪質な法令等違反行為が認められる等の

場合には、金商法第 60条の 14第２項において準用する金商法第 60 条の８

第１項の規定に基づく業務改善命令や業務停止命令等の発出も含め、必要

な対応を検討するものとする。 

Ⅹ－３ 諸手続 

Ⅹ－３－１ 諸手続（取引所取引許可業者） 

Ⅹ－３－１－１ 許可 

金商法第 60 条の２の規定に基づく許可申請書の取扱い等にあたっては、Ⅲ

－３－１に準ずるほか、以下の点に留意するものとする。 

（１）許可手続 

  ①・② （略） 

  ③ 許可までの間の留意事項等 

イ．許可申請者に対しては、許可されるまでは取引所取引業務を行わな

いように注意喚起するものとする。 



金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（本編）（新旧対照表） 

11 

現  行 改 正 案 

ロ．許可申請者が金融庁所管の法令にかかわる他の事業を行っており、

当該事業に係る行政処分が行われている場合には、その内容について

確認するとともに、必要に応じ、ヒアリング等によりその改善措置の

状況を確認するものとする。 

なお、当該行政処分が法令遵守態勢に係る場合には、Ⅹ－２で準用する

Ⅲ－２－１に留意するものとする。 

  ⑤・⑥ （略） 

（２） （略） 

Ⅹ－３－２ 届出 

取引所取引許可業者の届出については、Ⅲ－３－２（３）に準ずるほか、

以下の点に留意するものとする。 

（１）・（２） （略） 

Ⅹ－３－３ 業務に関する帳簿書類関係 

業務に関する帳簿書類の作成・保存に関する取扱いについては、Ⅲ－３－

３に準ずるものとする。なお、Ⅲ－３－３において「支店」とあるのは、「取

引所取引店」と読み替えるものとする。 

（新設） 

ロ．許可申請者が金融庁所管の法令にかかわる他の事業を行っており、

当該事業に係る行政処分が行われている場合には、その内容について

確認するとともに、必要に応じ、ヒアリング等によりその改善措置の

状況を確認するものとする。 

なお、当該行政処分が法令遵守態勢に係る場合には、Ⅹ－２－１で準用

するⅢ－２－１に留意するものとする。 

  ⑤・⑥ （略）  

（２） （略） 

Ⅹ－３－１－２ 届出 

取引所取引許可業者の届出については、Ⅲ－３－２（３）に準ずるほか、

以下の点に留意するものとする。 

（１）・（２） （略） 

Ⅹ－３－１－３ 業務に関する帳簿書類関係 

業務に関する帳簿書類の作成・保存に関する取扱いについては、Ⅲ－３－

３に準ずるものとする。なお、Ⅲ－３－３において「支店」とあるのは、「取

引所取引店」と読み替えるものとする。 

Ⅹ－３－２ 諸手続（電子店頭デリバティブ取引等許可業者） 

Ⅹ－３－２－１ 許可 

金商法第60条の14第２項において準用する金商法第60条の２の規定に基

づく許可申請書の取扱い等にあたっては、Ⅲ－３－１に準ずるほか、以下の
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点に留意するものとする。 

（１）許可手続 

① 許可申請書の印章 

記載上の注意事項にある署名によることができる場合には、代表者が

印章を用いる慣習がない場合が該当する。 

② 許可申請書の添付書類 

イ．住民票の抄本には、次の項目が記載されているものを提出させるも

のとする。 

ａ．住所 

ｂ．氏名 

ｃ．生年月日 

ロ．国内に在留する外国人が提出した在留カードの写し又は特別永住者

証明書の写し及び国内に在留しない外国人が提出した本国の住民票の

写し又はこれに準ずる書面（英文等の場合には訳文を添付）は、金商

業等府令第 232 条の５第６号に規定する「これに代わる書面」に該当

する。 

③ 許可までの間の留意事項等 

イ．許可申請者に対しては、許可されるまでは電子店頭デリバティブ取

引等業務を行わないように注意喚起するものとする。 

ロ．許可申請者が金融庁所管の法令にかかわる他の事業を行っており、

当該事業に係る行政処分が行われている場合には、その内容について

確認するとともに、必要に応じ、ヒアリング等によりその改善措置の

状況を確認するものとする。 

なお、当該行政処分が法令等遵守態勢に係る場合には、Ⅹ－２－２
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で準用するⅢ－２－１に留意するものとする。 

④ 許可申請者への通知 

金商法第 60 条の 14 第１項の許可を行った場合は、許可通知書を許可

申請者に交付するものとする。 

⑤ 許可の拒否 

イ．許可を拒否する場合は、拒否の理由及び金融庁長官に対して異議申

立てできる旨を記載した許可拒否通知書を許可申請者に交付するもの

とする。 

ロ．許可拒否通知書には、拒否の理由に該当する金商法第 60 条の 14 第

２項において準用する金商法第60条の３第１項各号のうちの該当する

号又は許可申請書及び添付書類のうち重要な事項についての虚偽の記

載のある箇所若しくは重要な事実の記載の欠けている箇所を具体的に

明らかにするものとする。 

（２）審査事項 

① 法人形態の項目 

金商法第60条の14第２項において準用する金商法第60条の３第１項

第１号イに規定する取締役会設置会社と同種類の法人であるか否かの審

査にあたっては、許可申請書、同添付書類及びヒアリングにより次の点

を確認するものとする。 

イ．意思決定機関として、複数の役職員からなる合議機関を設置してい

るか。 

ロ．意思決定機関の体制は、参加者それぞれの牽制が働き、電子店頭デ

リバティブ取引等許可業者の経営が特定の役員の意思に左右されるこ

とがないよう配慮されたものとなっているか。 
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ハ．代表者は、複数の役職員による合議等により定めることとされてい

るか。 

ニ．内部管理部門から営業部門等に対し、適切に牽制が働く体制が整備

されているか。 

ホ．独立した内部監査部門又は外部監査人等により、監査が有効に行わ

れる体制が整備されているか。 

② 体制審査の項目 

金商法第60条の14第２項において準用する金商法第60条の３第１項

第１号ルに規定する、電子店頭デリバティブ取引等業務を適確に遂行す

るに足りる人的構成を有しない者であるか否かの審査にあたっては、許

可申請書、同添付書類及びヒアリングにより次の点を確認するものとす

る。 

イ．その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人

の確保の状況及び組織体制として、以下の事項に照らし、当該業務を

適正に遂行することができると認められるか。 

ａ．経営者及び常務に従事する役員が、その経歴及び能力等に照らし

て、電子店頭デリバティブ取引等業務を公正かつ的確に遂行するこ

とができる十分な資質を有していること。 

ｂ．常勤役職員の中に、金融商品取引法等の関連諸規制や監督指針で

示している業務運営の適切性の着眼点の内容を理解し、実行するに

足る知識・経験、及び電子店頭デリバティブ取引等業務の公正かつ

適確な遂行に必要となるコンプライアンス及びリスク管理に関する

十分な知識・経験を有する者が確保されていること。 

ｃ．電子店頭デリバティブ取引等業務の適確な遂行に必要な人員が適

切な部門に配置され、内部管理等の責任者が営業部門から独立して
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配置されるなど、適正に業務を遂行できる組織体制、人員構成にあ

ること。 

ｄ．電子店頭デリバティブ取引等店（金商法第 60 条の 14 第２項にお

いて準用する金商法第60条の２第１項第３号に規定する電子店頭デ

リバティブ取引等店をいう。以下同じ。）それぞれに、電子店頭デリ

バティブ取引等と同種類の取引に係る業務を１年以上行っている常

勤役職員が複数確保されていること。 

ｅ．電子店頭デリバティブ取引等業務について、次に掲げる体制整備

が可能な要員の確保が図られていること。 

ⅰ）帳簿書類・報告書等の作成、管理 

ⅱ）電算システム管理 

ⅲ）顧客管理 

ⅳ）苦情・トラブル処理 

ⅴ）内部監査 

ⅵ）研修 

ｆ．日本における代表者として、監督当局による報告徴求等に対し、

電子店頭デリバティブ取引等店や本店と適切に連携を図り、的確に

対応できる者が選任されていること。 

ロ．以下の事項を総合的に勘案した結果、役員又は電子店頭デリバティ

ブ取引等業務を行う使用人のうちに、電子店頭デリバティブ取引等業

務の運営に不適切な資質を有する者があることにより、電子店頭デリ

バティブ取引等許可業者の信用を失墜させるおそれがあると認められ

ることはないか。 

ａ．金商法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外国の法令

の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を
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含む。）に処せられたこと。 

ｂ．禁固以上の刑（相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ

たこと（特に、刑法第 246 条から第 250 条まで（詐欺、電子計算機

使用詐欺、背任、準詐欺、恐喝、未遂罪）の罪に問われた場合に留

意すること）。 

③ その他 

イ．金商法第 60 条の 14第２項において準用する金商法第 60 条の３第１

項第１号ロの審査にあたっては、本店及び電子店頭デリバティブ取引

等店が所在する全ての国において登録等を受けていることを、添付資

料や、必要に応じて、海外当局との情報の提供に関する取決めなどを

用いて確認するものとする。 

ロ．金商法第 60 条の 14第２項において準用する金商法第 60 条の３第１

項第２号の審査に当たっては、海外当局への連絡等を通じて、我が国

が行う調査協力の要請に応ずる旨の海外当局による保証の実効性を確

認するものとする。 

Ⅹ－３－２－２ 届出 

電子店頭デリバティブ取引等許可業者の届出については、Ⅲ－３－２（３）

に準ずるほか、以下の点に留意するものとする。 

電子店頭デリバティブ取引等許可業者から金商法第 60 条の 14 第２項にお

いて準用する金商法第60条の５第１項及び第２項の規定に基づく届出書を受

理した場合には、当該電子店頭デリバティブ取引等許可業者に対して、国内

における代表者を通じること等による深度あるヒアリングを行うことや、必

要に応じて金商法第 60 条の 14 第２項において準用する金商法第 60 条の 11

の規定に基づく報告を求めることを通じて、その内容及び適切性を把握・確
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認することとする。また、重大・悪質な法令等違反行為があると認められる

等の場合には、金商法第 60 条の 14第２項において準用する金商法第 60 条の

８第１項に基づく許可の取消しや業務停止命令等の発出も含め、必要な対応

を検討するものとする。 

Ⅹ－３－２－３ 業務に関する帳簿書類関係 

業務に関する帳簿書類の作成・保存に関する取扱いについては、Ⅲ－３－

３に準ずるものとする。なお、Ⅲ－３－３において「支店」とあるのは、「電

子店頭デリバティブ取引等店」と読み替えるものとする。 


